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所
得
譲
与
税
法
案
（
閣
法
第
二
一
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
個
人
の
所
得
課
税
に
係
る
国
か
ら
地
方
公
共
団
体
へ
の
本
格
的
な
税
源
の
移
譲
を
行
う
ま
で
の
間
の
措
置
と

し
て
、
毎
年
度
の
所
得
税
の
収
入
額
の
う
ち
四
千
二
百
四
十
九
億
円
に
相
当
す
る
額
を
所
得
譲
与
税
と
し
て
都
道
府
県
及
び
市

町
村
に
対
し
て
譲
与
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
趣
旨

こ
の
法
律
は
、
個
人
の
所
得
課
税
に
係
る
国
か
ら
地
方
公
共
団
体
へ
の
本
格
的
な
税
源
の
移
譲
を
行
う
ま
で
の
間
の
措
置

と
し
て
所
得
譲
与
税
を
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
譲
与
す
る
た
め
、
必
要
な
事
項
を
定
め
る
。

二
、
所
得
譲
与
税

所
得
税
の
収
入
額
の
う
ち
四
千
二
百
四
十
九
億
円
に
相
当
す
る
額
を
も
っ
て
所
得
譲
与
税
と
す
る
。

三
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
へ
の
譲
与
の
割
合

所
得
譲
与
税
は

そ
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
都
道
府
県
に
対
し
て

そ
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
市
町
村

特

、

、

（

別
区
を
含
む

）
に
対
し
て
譲
与
す
る
。

。
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四
、
譲
与
の
基
準

都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
対
し
て
譲
与
す
べ
き
所
得
譲
与
税
は
、
国
勢
調
査
に
よ
る
人
口
で
あ
ん
分
し
て
譲
与
す
る
。

五
、
譲
与
の
時
期

所
得
譲
与
税
は
、
毎
年
度
九
月
及
び
三
月
に
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
年
度
に
譲
与
す
べ
き
額
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
譲

与
す
る
。

六
、
使
途

国
は
、
所
得
譲
与
税
の
譲
与
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
使
途
に
つ
い
て
条
件
を
付
け
、
又
は
制
限
し
て
は
な
ら
な
い
。

七
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
平
成
十
六
年
度
分
の
所
得
譲
与
税
か
ら
適
用
す
る
。


